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議案番号 件      名 

提案課名 内      容 

 

議案第５０号 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

人 事 課 

【改正の趣旨】 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、育児休業

にかかる取得要件の緩和等について所要の規定の整備を行う必要が

生じたため、当該条例の一部を改正しようとするもの。 

 

【関係法令】 

 ・地方公務員の育児休業等に関する法律 

 ・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律 

 

【改正の内容】 

１ 非常勤職員の育児休業取得促進のための要件の緩和 

改正法により「子の出生の日から 57 日間（子の出生後 8 週間）

以内」に２回まで育児休業（以下、「出生時育児休業」という。）の

取得が可能となることに伴う見直 

＜非常勤職員が「出生時育児休業」を取得する際に必要な任用継続

の見込期間＞ 

現行 改正 

子の１歳６か月到達日まで 子の出生の日から 57 日間の末日か

ら６月を経過する日まで 

 

２ 再度の育児休業取得に係る「特別の事情」の見直（改正法による「育

児休業の取得回数制限の緩和」に伴う見直） 

子の出生後８週間以降における２回目の育児休業の取得要件とされて

いる「８つの特別の事情」のうち、「特別の事情（（５）育児休業等計

画書により申し出を行い、この育児休業の終了後３か月以上の期間を経

過した場合）」を削除 

 

３ 子が１歳以降の非常勤職員の育児休業の取得の柔軟化 

非常勤職員に係る子の１歳以上１歳６か月未満の期間の途中に

おいて夫婦交替で育児休業の取得が可能となるよう要件を緩和す

る。また、当該子の１歳以降の育児休業について取得回数を１回ま

でとする。 

 

【施行期日】  

  令和４年１０月１日 
 


